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学部・研究科等の研究に関する現況分析結果（概要） 

 

学部・研究科等 研究活動の状況 研究成果の状況 質の向上度 

教育学部・教育学研究

科 
期待される水準にある 期待される水準にある 質を維持している 

連合学校教育学研究科 期待される水準にある 期待される水準にある 質を維持している 
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  Ⅰ 研究の水準 ･････････････････････････････････ 研究 1-2 

 

  Ⅱ 質の向上度 ･････････････････････････････････ 研究 1-4 
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研究 1-2 

Ⅰ 研究の水準（分析項目ごとの水準及び判断理由） 

 

 分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

 〔判定〕 期待される水準にある 

 〔判断理由〕 

 観点１－１「研究活動の状況」について、以下の点から「期待される水準にある」

と判断した。 

○ 第２期中期目標期間（平成 22 年度から平成 27 年度）における科学研究費助成

事業の新規採択率は 27.5％から 52.3％の間を推移している。 

○ 第２期中期目標期間における産学連携研究の状況について、受託研究は年度

平均 11.3 件、共同研究は年度平均 30.3 件を実施している。 

○ 構成大学間の相互連携と協働による教員養成の高度化システムの構築を目的

として、北海道教育大学、愛知教育大学、大阪教育大学との連携により実施し

ている HATO プロジェクトでは、教育支援人材養成プロジェクト等に取り組ん

でいる。 

 

 以上の状況等及び教育学部・教育学研究科の目的・特徴を勘案の上、総合的に判定

した。 

 

 分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

 〔判定〕 期待される水準にある 

 〔判断理由〕 

 観点２－１「研究成果の状況」について、以下の点から「期待される水準にある」

と判断した。 

○ 学術面では、特に図書館情報学・人文社会情報学、日本文学、英語学、特別

支援教育の細目において卓越した研究成果がある。 

○ 卓越した研究業績として、図書館情報学・人文社会情報学の「国際漢字情報

研究」、日本文学の「唐物から見た日本文化史の総合的研究」、英語学の「英

語関係節の研究」、特別支援教育の「発達障害児・者の認知発達特性の発達と

支援に関する研究」及び「児童生徒の学校適応スキルを評価するアセスメント

バッテリーの開発研究」がある。 

○ 社会、経済、文化面では、特に臨床心理学、日本文学、特別支援教育の細目

において、卓越した研究成果がある。 

○ 卓越した研究業績として、日本文学の「唐物から見た日本文化史の総合的研

究」、臨床心理学の「東日本大震災で被災した子ども、保護者に対する心理的

問題の未然防止に関わる研究」、特別支援教育の「発達障害を合併する聴覚障



東京学芸大学 教育学部・教育学研究科 

研究 1-3 

害児の類型化とその支援に関する研究」がある。 

 

 以上の状況等及び教育学部・教育学研究科の目的・特徴を勘案の上、総合的に判定

した。 

 

 なお、教育学部・教育学研究科の専任教員数は 348 名、提出された研究業績数は

59 件となっている。 

 学術面では、提出された研究業績 41 件（延べ 82 件）について判定した結果、

「SS」は２割、「Ｓ」は６割となっている。 

 社会、経済、文化面では、提出された研究業績 26 件（延べ 52 件）について判定し

た結果、「SS」は２割、「Ｓ」は６割となっている。 

 （※判定の延べ件数とは、１件の研究業績に対して２名の評価者が判定した結果の

件数の総和） 
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Ⅱ 質の向上度 

 

 １．質の向上度 

 〔判定〕 質を維持している 

 〔判断理由〕 

 分析項目Ⅰ「研究活動の状況」における、質の向上の状況は以下のとおりである。 

○ 第２期中期目標期間における科学研究費助成事業の新規採択率は 27.5％から

52.3％の間を推移している。 

○ 産学連携による共同研究の件数は、平成 16 年度から平成 19 年度の年度平均

14.3 件から第２期中期目標期間の年度平均 30.3 件となっている。 

 

 分析項目Ⅱ「研究成果の状況」における、質の向上の状況は以下のとおりである。 

○ 特別支援教育の「発達障害児・者の認知発達特性の発達と支援に関する研

究」において、発達障害のうち注意欠陥・多動性障害（ADHD）の児童の特性

と、実行機能の代表的なアセスメントであるストループ課題との関係を検討

し、日本心理学会平成 25 年特別優秀発表賞を受賞している。 

 

 これらに加え、第１期中期目標期間の現況分析における研究水準の結果も勘案し、

総合的に判定した。 
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  Ⅰ 研究の水準 ･････････････････････････････････ 研究 2-2 

 

  Ⅱ 質の向上度 ･････････････････････････････････ 研究 2-4 
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Ⅰ 研究の水準（分析項目ごとの水準及び判断理由） 

 

 分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

 〔判定〕 期待される水準にある 

 〔判断理由〕 

 観点１－１「研究活動の状況」について、以下の点から「期待される水準にある」

と判断した。 

○ 第２期中期目標期間（平成 22 年度から平成 27 年度）における研究業績の教員

一人当たりの発表件数は、著書は 4.6 件、論文は 13.7 件、学会発表等は 19.1 件

となっている。 

○ 研究科を構成する埼玉大学、千葉大学、横浜国立大学との連携による研究成

果の討論会を毎年度開催している。 

○ 第２期中期目標期間に研究科独自の広域科学教科教育学研究経費により 73 件

の研究に対して支援を実施している。また、研究科を構成する大学間の教員の

連携による研究プロジェクトを 13 件実施している。 

 

 以上の状況等及び連合学校教育学研究科の目的・特徴を勘案の上、総合的に判定し

た。 

 

 分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

 〔判定〕 期待される水準にある 

 〔判断理由〕 

 観点２－１「研究成果の状況」について、以下の点から「期待される水準にある」

と判断した。 

○ 学術面では、特に図書館情報学・人文社会情報学、日本文学、特別支援教育

の細目において卓越した研究成果がある。また、第２期中期目標期間に日本特

殊教育学会研究奨励賞、日本発達障害学会賞、日本地理学会賞、日本科学教育

学会論文賞、日本産業技術教育学会賞、日本安全教育学会賞等、教育科学から

人文社会科学、科学教育までの幅広い分野で、学会賞等を受賞している。 

○ 卓越した研究業績として、図書館情報学・人文社会情報学の「国際漢字情報

研究」、日本文学の「唐物から見た日本文化史の総合的研究」、特別支援教育

の「児童生徒の学校適応スキルを評価するアセスメントバッテリーの開発研

究」がある。 

○ 社会、経済、文化面では、特に地理学、日本文学、教育学、特別支援教育の

細目において卓越した研究成果がある。 

○ 卓越した研究業績として、地理学の「オブジェクト指向に基づく時間管理可
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能な GIS の開発と地図データの整備に関する研究」、日本文学の「唐物から見

た日本文化史の総合的研究」、教育学の「持続可能な社会形成に向けた木材利

用および普及啓発活動としての木育の推進」に関する研究及び「今日的学力観

の位相と授業づくり」に関する研究、特別支援教育の「発達障害を合併する聴

覚障害児の類型化とその支援に関する研究」がある。 

 

 以上の状況等及び連合学校教育学研究科の目的・特徴を勘案の上、総合的に判定し

た。 

 

 なお、連合学校教育学研究科の専任教員数は 267 名、提出された研究業績数は 45

件となっている。 

 学術面では、提出された研究業績 33 件（延べ 66 件）について判定した結果、

「SS」は２割、「Ｓ」は７割となっている。 

 社会、経済、文化面では、提出された研究業績 30 件（延べ 60 件）について判定し

た結果、「SS」は３割、「Ｓ」は６割となっている。 

 （※判定の延べ件数とは、１件の研究業績に対して２名の評価者が判定した結果の

件数の総和） 
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Ⅱ 質の向上度 

 

 １．質の向上度 

 〔判定〕 質を維持している 

 〔判断理由〕 

 分析項目Ⅰ「研究活動の状況」における、質の向上の状況は以下のとおりである。 

○ 教員一人当たりの研究業績数について、第１期中期目標期間（平成 16 年度か

ら平成 21 年度）と第２期中期目標期間を比較すると、著書は 3.3 件から 4.6 件、

論文は 8.6 件から 13.7 件、学会発表は 7.4 件から 19.1 件となっている。 

 

 分析項目Ⅱ「研究成果の状況」における、質の向上の状況は以下のとおりである。 

○ 学術面及び社会・経済・文化面において、特別支援教育、日本文学等の複数

の細目で卓越した研究成果をあげており、「児童生徒の学校適応スキルを評価

するアセスメントバッテリーの開発研究」では、日本発達障害支援システム学

会 2012 年研究大会の優秀発表論文賞を受賞している。 

 

 これらに加え、第１期中期目標期間の現況分析における研究水準の結果も勘案し、

総合的に判定した。 

 


	01表紙_東京学芸大学（研究）
	02概要_東京学芸大学（研究）
	03本文_東京学芸大学（研究）
	教育学部・教育学研究科
	連合学校教育学研究科


